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研究成果の概要： 
 本研究では，在宅高齢者を対象としたランダム化比較試験を実施し，作業療法における包括
的な環境支援の効果を検討した．その結果，居宅サービス施設の標準的なサービスのみの提供
と比較して，SF-36 の身体機能（PF），日常役割機能／身体（RP），日常役割機能／精神（RE），
役割／社会的側面のサマリー（RCS）のスコアに有意な向上が認められたことから，健康関連
QOLの改善に寄与する介入の有効性が明らかにされた． 
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１．研究の背景 
 わが国の要支援・要介護認定者数は，介護
保険制度が導入された 2000 年には約 218 万
人であったものが，2013年末には約 580万人
と飛躍的に増加し，その対応が喫緊の課題と
なっている．在宅高齢者において，介護状態
の重度化を予防し，地域生活の継続を推進す
るためには，心身機能への介入に加えて，本
人の Quality of Life（以下，QOL）に影響す
る環境要因を包括的に支援する必要がある
と考えられる． 
 この要支援・要介護状態とは，その人にと
って意味のある作業を選択し，構成し，納得
のいくように行う能力である作業遂行 1)が制
限された状態と捉えることができる．
Polatajko ら 2)は，作業遂行を回復させるた
めに作業を通して個人レベルと環境レベル
の両方に介入し，作業的変化を生じさせるこ
とが重要であると述べている．したがって，
要支援・要介護状態にある在宅高齢者に対し
て，作業的変化を意図した包括的な環境支援
を行う作業療法が有効であると考えられる
が，その効果を厳密に検討した研究は国内外
を概観しても見当たらない． 
 

２．研究の目的 
 在宅高齢者の作業療法における包括的な
環境支援の効果をランダム化比較試験によ
って明らかにすることを本研究の目的とす
る． 
 
３．研究の方法 
 全国 8施設の居宅サービスを新規に利用す
る 65 歳以上の要支援・要介護高齢者で，研
究の主旨に書面にて同意を示した 60 名を対
象とした．この 60 名を作業療法による包括
的な環境支援を実施する介入群と運動療法
を中心とした各施設の標準的なサービスの
みを提供する対照群の 2群に割り付けた．割
付方法には，前期高齢者と後期高齢者を区分
して均等に割り付ける層化ブロックランダ
ム割付法を用いた．なお，本研究は日本作業
療法士協会課題研究倫理審査委員会の承認
を得た（研究番号 2010-03）． 
 対象者の一般的情報として，年齢，性別，
要介護度，障害高齢者の日常生活自立度を調
査した．そして介入群には，包括的環境要因
調査票（以下，CEQ）3）を用いた作業療法を 3
か月間実施した．CEQ は在宅高齢者の QOL に
影響する環境を上位因子，安心生活環境，相
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互交流環境，家族環境の 3因子を下位因子と
した 2次因子モデルに基づくクライエント中
心の調査票である．回答者は 14 項目の環境
要因がどのくらいあるかを 4段階のリカート
スケールで自己評価し，そこから満足した生
活を送るために「今よりも変えたい環境」を
3 項目以内で選択することが求められる． 
 アウトカム尺度には，自己記入式 MOS 
36-Item Short-Form Health Survey v2（以
下，SF-36）4)のスタンダード版と N-ADLを用
い，開始時（ベースライン）と 3か月後に実
施した．その後，対照群のフォローアップと
して，介入群と同様の作業療法を 3 か月間実
施し，アウトカムを再度評価した． 
 介入効果の判定には，Mann-Whitney U test
を用い，両群のアウトカムの変化量を分析し
た．対照群のフォローアップ効果の判定には，
多重比較（Bonferroni 補正）を用いて分析し
た．また，在宅高齢者の環境ニーズを検討す
るために，介入群の対象者が回答した「今よ
りも変えたい環境」の内容を集計した．統計
学的解析には，IBM SPSS statistics 20.0 を
使用し，有意水準を両側検定で 5％とした． 
 
４．研究成果 
 対象者は介入群 29名（平均 80.0±9.1歳），
対照群 31 名（平均 80.3±7.8 歳）に割り付
けられ，両群で年齢や性別，ベースラインの
要介護度，障害高齢者の日常生活自立度，
SF-36 の各スコア，N-ADL に有意な差は認め
られなかった．研究期間を通して，介入群 2
名，対照群 4 名のドロップアウトが生じ，分
析対象者は介入群，対照群ともに 27 名とな
った． 
 介入群では包括的な環境支援によって
SF-36 の全スコアと N-ADL が向上したが，各
施設の標準的なサービスのみを提供した対
照群では，SF-36 の身体の痛み（BP），活力（VT），
社会生活機能（SF），精神的側面のサマリー
（MCS）と N-ADL 以外のスコアは低下した． 
両群のアウトカムの変化量を分析したとこ
ろ，SF-36の身体機能（PF），日常役割機能／
身体（RP），日常役割機能／精神（RE），役割
／社会的側面のサマリー（RCS）の 4項目で，
介入群のスコアが対照群より有意に向上し
ていた（p<.05）．これらの効果量（d）は，
身体機能（PF）が d=.42，日常役割機能／身
体（RP）が d=.62，日常役割機能／精神（RE）
が d=.64，役割／社会的側面のサマリー（RCS）
が d=.71 であった． 
 対照群のフォローアップでは，日常役割機
能／精神（RE）と役割／社会的側面のサマリ
ー（RCS）のスコアが向上したが，多重比較
による分析で有意な結果は得られなかった． 
 対象者の環境ニーズは，今より変えたい環
境として，介入群の 22 名（75.9％）に回答
があり，「外出しやすい環境」（12名，41.4％）

を筆頭に「集まって人と交流しやすい環境」
（6 名，20.7％），「人の役に立てる環境」（4
名，13.8％）と続くなど，相互交流環境因子
に関するニーズが多かった． 
 本研究では，在宅高齢者を対象としたラン
ダム化比較試験を実施し，作業療法における
包括的な環境支援の効果を検討した．その結
果，居宅サービス施設の標準的なサービスの
みの提供と比較して，健康関連 QOL の有意な
改善が認められ，介入の有効性が明らかとな
った．特に，SF-36 の日常役割機能／身体（RP），
日常役割機能／精神（RE），役割／社会的側
面のサマリー（RCS）の効果量が，Cohen の基
準 5)と比較して高値であったことから，クラ
イエントの役割の改善に対して実質的効果
が高かったものと考えられる．つまり，包括
的な環境支援は，役割獲得という作業的変化
を促進するものであることがわかった． 
 しかし，対照群のフォローアップでは有効
な結果が得られなかったことから，包括的な
環境支援は居宅サービスの利用開始時より
実施することが望ましいと考えられる．また，
対象者の環境ニーズは，相互交流環境因子に
関するものが多かったことから，在宅高齢者
の健康関連 QOL を高めるには，対人交流を促
進する環境支援が重要であることが示唆さ
れる． 
 今後は，作業療法における包括的な環境支
援の効果を健康効用値によって検討するこ
とや環境支援を専門職連携によって継続的
に実施するための包括的環境支援地域連携
パスの開発などが必要と考えられる． 
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